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　新世紀を迎え、地球規模では人類共通の課題である地球温暖化問題の解決に向け、気候変動枠組条
約締約国会議（ＣＯＰ）において、京都議定書批准に向けた協議が行われています。また、我が国では地球
と共生する「２１世紀『環の国』日本」をめざし、循環型社会形成へ向けての活動が本格化してきています。
これら世界と日本を取り巻く環境問題の解決において企業が果たすべき役割の中で電気事業者に求められ
るところは大きいといえます。
 
 当社は、会社設立の１９５２年以降、日本のエネルギー政策のもと、国内の大規模かつ困難な水力発電の
開発をはじめとして、１９６０年代には国内石炭産業に対する国策に沿った石炭火力の建設、１９７３年の第
１次オイルショックに対応した石油代替エネルギーの柱である大規模海外炭火力の導入を行ってまいりました。
私どもは、５０年間にわたる事業活動を通じて得た経験・技術・ノウハウを活かし、常に時代に相応した最良の
環境保全対策を導入し、電力の安定供給と環境保全との共立を図って参りましたが、今後とも企業理念に
掲げた「エネルギーの不断の提供」と「環境の調和」を念頭に、より一層環境保全に配慮し、日本と世界の持
続可能な発展に貢献していく所存です。

　こうしたなか、石炭火力発電技術のトップランナーとして、昨年度は世界最高水準の発電効率と環境保全
対策設備を有する橘湾火力発電所が完成し、運用を開始しました。また発電に際してＣＯ２を排出しない原
子力発電や風力発電などの推進、海外への水力・火力発電技術移転の積極的展開とともに、未利用エネル
ギーの有効活用を図るタイ国バイオマス発電プロジェクトにも参画しております。
 
　私どもは、このようなグローバルな事業活動を行う一方で、発電所の開放や見学会、地域が主催する行事
への参加などにより、地域コミュニティーへ貢献し、「地域の信頼に生きる会社」であり続けたいと念願しており
ます。

　本レポートを通じて皆様とのコミュニケーションを一層深めてまいりたいと思いますので、ぜひご一読いただき、
ご意見、ご要望をお寄せいただきますようお願い申し上げます。
　

2001年8月
電源開発株式会社
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● 本報告書は２０００年４月～２００１年３月の環境保全活動
を中心に掲載しています。

● 本報告書の全体構成は以下の通りです。
 ○最初にトップメッセージをとおして、電源開発株式会社の
環境活動の理念、方針を示すとともに、それを形にした
環境方針と組織についてご紹介します。

 ○次に、環境方針に基づく個々の具体的な活動実績をご
紹介しています。具体的な活動については、地球環境
レベルのものから地域レベルのものへと順を追ってご説
明します。

 ○最後に２００１年度の活動計画として2001年度行動指
針を示します。また巻末には、環境年表などの情報を資
料として掲載しています。

編集方針

社　長

会社概要

事業内容

設 立

根 拠 法

資 本 金

株 主

電力設備  

●発電設備 （認可最大出力）

　水力発電所 ５８カ所 ８,２６０,８００kW

　火力・地熱発電所 ８カ所 ７,７５４,５００kW

　計  ６６カ所 １６,０１５,３００kW

●送電設備（亘長）  ２,４０４.４km

　うち超高圧送電線  １,９７０.２km

　　　　直流送電線  ２６７.２km

●変電設備（認可出力） ３カ所 ４,２９２,０００kVA

●周波数変換所（認可出力） １カ所 ３００,０００kW

●交直変換設備（認可出力） ４カ所 ２,０００,０００kW

●無線通信設備（回線延長）  ５７０,９９５ch-km

   

発電電力量（２０００年度）  

　水力  １２,５５０百万kWh

　火力  ４１,９４５百万kWh

　  計  ５４,４９５百万kWh
  

販売電力量および販売電力料（２０００年度）

　電力量  ４８,９１５百万kWh

　電力料  ４２５,１８５百万円

従業員数  ３,３７９名

   ２００１年３月３１日現在

電気事業

１９５２年９月１６日

電源開発促進法

授権資本１,０００億円　払込資本７０６億円

１０（財務大臣および９電力会社）

水力発電所（増設２発電所を含む）
火力・地熱発電所（建替１発電所を含む）
変電所（変換所を含む）
送電線
試験・研究所

水力発電所
火力・地熱発電所
原子力発電所
送電線

既設

建設中（建設準備中、計画中を含む）



Ⅰ. 電源開発環境方針

　環境保全活動を組織的、体系的に実施す
るため、2000年6月に「電源開発環境方針」
を定めました。「電源開発環境方針」は、中長
期的視野に立った会社の環境問題に対する
基本的な取り組み方針を示す「基本方針」と、
当年度の具体的な取り組み課題を示す「行

動指針」により構成されています。「行動指針」
については、環境に関する社会動向や事業活
動の変化などを環境保全活動に反映させる
ため、年度毎に見直しをかけることとしています。

　会社は、事業活動に伴う環境への影響を最小限にとどめるため、確固と
した環境管理システムを構築し、社会との良好なコミュニケーションを図り
ながら、地球と地域の環境保全活動を積極的に展開することにより、世界
と日本の持続可能な発展に貢献する。

（2000年度行動指針を3ページに、2001年度行動指針を33ページに掲載しています。）

基本方針で示した３つの項目について、毎年度の具体的な
課題を示しています。

●エネルギー利用効率の向上と原子力、再生可能・未利用エネルギー、新技術の
開発を推進することにより地域環境の保全を図るとともに、これら環境保全に関す
る先進技術の海外移転を通じて地球環境の保全に努める。
●あらゆる事業活動において、廃棄物発生の抑制、資源の再生・再利用に努め、循
環型社会の構築に貢献する。
●電力設備の建設と運用にあたって、環境保全のための諸対策を継続することによ
り環境負荷を抑制し、地域環境との調和を図る。
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Ⅱ. 環境保全活動を推進するために
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基本方針

行動指針

本　店

事業所

地球・地域環境の保全

地球・地域環境の保全

　本店では、環境管理全般について審議・調整・
報告するため、「環境行動推進会議」を設置して
います。委員は電力設備の計画・建設・運用に直
接関わっている部や環境に関係の深い業務を遂
行している部の長です。

　また、この推進会議を構成している部には、事
業所の環境保全活動を支援するため、「環境管
理担当」を配置し、環境管理の総括箇所である
立地環境部と連携して、環境に関する課題の解
決に取り組んでいます。

　火力発電所、支社本部、電力所、建設所などの
事業所では、ISO14001に準拠した環境管理シス

テム（EMS)の導入を進め、環境保全活動に取り
組んでいます。

●体系的、効率的な環境管理システムを構築・運用して環境保全に取り組む。
●事業活動に伴う環境負荷の把握を行い、環境保全のため設定した目標の達成に
努める。

環境管理の充実

環境管理の充実

●事業活動に対する社会からの理解を得るため、環境保全への取り組み状況を公
表する。
●地域社会の一員としての環境保全活動を通じて、社会とのコミュニケーションに努
める。

社会とのコミュニケーション

社会とのコミュニケーション

本 店

事業所

審査室

企画部 立地環境部 本店各部 新エネルギー・技術開発部

支社本部

電力所・送電所・工事所

火力発電所・地熱発電所 建設所等 茅ヶ崎研究センター 若松総合事業所

社　長 常務会

環境行動推進会議

議　長：立地環境部担当常務取締役

副議長：企画部長

委　員：本店関係部長

事務局：立地環境部環境室



CO2の吸収・固定、
回収への取り組み

3 4

　２０００年度は、次に示す行動指針に基づき、環境保全活動を展開しました。

Ⅲ.２０００年度活動実績

温室効果ガスの
排出抑制

CO2排出原単位の
低減

京都メカニズム活用
に向けた準備

環境負荷の
排出抑制

●原子力発電所の新設
●再生可能エネルギーの有効利用 

●未利用エネルギーの有効利用

・大間原子力発電所の工程確保に努める 
・水力発電所および地熱発電所の安定運転と新規地点の開発を継続する
・苫前における風力発電事業について、平成12年度運転開始に向け建設を推進する  
・仁賀保における風力発電事業について、平成12年度着工に向け準備を進める  
・大牟田における廃棄物発電事業について、平成12年度着工に向け準備を進める  
・福山における廃棄物発電事業について、プラント建設のための技術評価を進める 

●排出抑制の継続 ・大気中への硫黄酸化物（SOx）、窒素酸化物（NOx）等の排出抑制のために、燃焼管理および環境保全対策設備の適切な管理を実施する  
・水域への水質汚濁物質の排出について、排水処理設備の適切な管理を実施する  
・騒音・振動の発生について、発生機器の適切な管理を実施する  

●資源の再生・再利用 ・石炭灰・石膏のリサイクル利用を図る  
・コンクリート塊等の建設副産物の有効利用を図る  
・ビン、缶、プラスチック等の廃棄物分別収集を実施する  
・環境負荷の小さいリサイクル製品等の利用を図る  

●PRTR法への対応
●ダイオキシン法への対応
●PCBの管理

・PRTR法（化学物質の排出量・移動量の届け出制度：対象435物質）の対象となる物質の使用状況について、実態調査を行う
・廃棄物焼却炉の排ガスおよび焼却灰のダイオキシン実態調査を行うとともに、今後の廃棄物処理方針を定める
・PCBについて、廃棄物処理法にもとづき適切に管理すると共に、将来に向けて適切な処理方針の検討を行う

●計画・設計面での取り組み
●建設・運用面での取り組み
●環境影響評価手法のレベルアップに向けた取り組み

●火力発電の環境保全対策技術および水力発電の技術移転の推進

・事業が環境へ与える影響を評価する   　特に地域の生態系への影響の軽減を図るとともに、種の多様性の保全に努める
・環境影響評価にもとづき計画した環境保全対策を実施する
・建築物のLCA（ライフサイクルアセスメント）について調査研究する

●火力・工務部門への導入
●本店部門への導入
●建設部門への導入

・全火力発電所および6支社本部、8電力所へ導入し、円滑な運用を図るとともに、残る支社本部と電力所は導入準備を進める
・総務部への導入準備を進める    ・建設部へ導入し、ISO14001の認証を取得する
・大間原子力建設準備事務所へ導入し、円滑な運用を図る

●環境管理システムの継続的改善 ・環境負荷の実態を把握するとともに、環境保全のための目標を設定する  
・法令・協定等を遵守し、目標達成に取り組む 　・環境監査を計画的に実施する
・環境監査の結果にもとづき環境管理システムを見直す

●従業員の意識向上
●環境保全コストの把握

・計画的な教育・研修・訓練によリ、従業員の取り組み意識の向上を図る
・コスト把握手法の検討を進める
・モデル事業所の試算結果を踏まえ、全社の環境保全コストを算定する

●国が定める月間、週間行事に呼応した活動の実施
●地方公共団体や地域団体が行う環境保全活動への参加

・環境月間に呼応した、発電所周辺、ダム、道路、河川等の清掃活動、植樹祭に参加する
・海洋環境保全推進週間に呼応した海域保全活動に協力する
・市町村、地区主催の清掃、美化活動に参加する

●新聞、経済誌等を通じた環境保全活動の広報
●事業所、PR施設等への来客者に対する広報

●環境行動レポートの公表 ・環境行動レポートを発行するとともに、ホームページに掲載する

●共同実施、クリーン開発メカニズム（CDM）の活用に向けた海外プロジェクトの発　 掘・培養  
（発電効率の改善・省エネルギー・燃料転換・再生可能エネルギー等）  
●排出権取引の活用に向けた調査の推進

●海外植林事業の推進
●CO2の吸収・固定、回収技術の研究開発の推進 

・エクアドル国における植林計画を推進する
・オーストラリア国における植林事業を継続する

資源の再生・再利用による
廃棄物の低減

1. 地球・地域環境の保全

有害化学物質の
管理

環境影響評価

環境保全対策技術の海外移転

環境管理システムの
導入

環境管理システムの
効果的な運用

環境管理レベルの向上

環境報告書の作成

環境保全活動に
関する広報

地域の環境保全活動
への参加

2. 環境管理の充実

3. 社会との
　 コミュニケーション

　地球環境への取り組み

　地域環境の保全

○エネルギー利用効率の向上と
原子力、再生可能・未利用エネル
ギー、新技術の開発を推進するこ
とにより地域環境の保全を図ると
ともに、これら環境保全に関する
先進技術の海外移転を通じて地
球環境の保全に努める。

○あらゆる事業活動において、廃
棄物発生の抑制、資源の再生・再
利用に努め、循環型社会の構築に
貢献する。

○電力設備の建設と運用にあたっ
て、環境保全のための諸対策を継
続することにより環境負荷を抑制し、
地域環境との調和を図る。

○事業活動に対する社会からの
理解を得るため、環境保全への取
り組み状況を公表する。

○地域社会の一員としての環境
保全活動を通じて、社会とのコミ
ュニケーションに努める。

○体系的、効率的な環境管理シス
テムを構築・運用して環境保全に
取り組む。

○事業活動に伴う環境負荷の把
握を行い、環境保全のため設定し
た目標の達成に努める。

●石炭火力発電所の高効率運転の維持   
●省エネルギーの推進   
●天然ガス系燃料の利用検討   
●CO2以外の温室効果ガスの排出抑制   

●技術研究開発の推進

・電力設備の効率的な運用管理を図る  ・オフィスの省エネルギーを推進する  ・省エネルギー事業を推進する  

・SF6については、ガス絶縁機器の据付時、点検時および撤去時の大気中への排出を抑制する  
・HFCについては空調機器の据付時、点検時および撤去時の大気中への排出抑制に努める
・USC、A-PFBC、IGFC、SOFCの開発を推進する  
・IGCC実証試験を電力共同研究により推進する  
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